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平成３０年度県内市町の普通会計決算の状況（速報）及び

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全

化判断比率等（速報）について

平成 30 年度の県内市町の普通会計の決算状況及び健全化判断比率等を速報として

とりまとめましたのでお知らせいたします。

１ 普通会計の決算状況について

県内市町の平成30年度普通会計決算については、歳入総額は7,677億12百万円で、

前年度と比べ13億89百万円（△0.2％）減少しました。

これは、地方債の増や基金からの繰入金の増があったものの、国庫支出金・県支出

金の減や合併算定替の段階的縮減に伴う地方交付税の減があった影響により、総額と

しては減少したものです。

また、歳出総額は7,444億3百万円で、前年度と比べ21億88百万円（△0.3％）減

少しました。

これは、災害復旧事業費の増があったものの、普通建設事業費の減や扶助費の減な

どの影響により、総額としては減少したものです。歳入歳出差引額から翌年度に繰り

越すべき財源を控除した実質収支は、161億55百万円の黒字となりました。

２ 市町の財政状況について

○ 県内市町において、実質収支は、全団体で黒字となっています。

○ 平成30年度末の地方債現在高は、7,502億56百万円で、前年度末と比べ29億76

百万円（△0.4％）減少しています。

○ 平成30年度末の積立金現在高は、2,599億94百万円で、前年度末と比べ41億96

百万円（△1.6％）減少しています。

○ 財政健全化法に定める健全化判断比率は、昨年度に引き続き、県内市町すべてが、

早期健全化基準未満となっています。

○ 県内市町においては、繰上償還の実施や基金の造成など、将来の財政負担を見据え

た適切な財政運営がなされていると評価できます。

令和元年9月30日

市町村課 財政班 楠本・干野

（内）2134（直）095-895-2134

〔 概 要 〕
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（注）端数処理の関係で各欄の数値が合わないことがあります。（以降の表について同じ）

○ 県内市町の平成30年度普通会計決算額は、前年度と比較して、歳入が0.2％の

減、歳出が0.3％の減となりました。

○ 歳入は、7,677億12百万円で、前年度より13億89百万円の減となりました。

これは、地方債の増（＋94 億 69 百万円）や、基金からの繰入金の増（＋44 億

20百万円）があったものの、国庫支出金の減（△86億22百万円）や、合併算定

替の段階的縮減に伴う臨時財政対策債を含む実質的な交付税の減（△61億11百

万円）、県支出金の減（△21億50百万円）などの影響により、総額としては減

少したものです。

○ 歳出は、7,444億3百万円で、前年度より21億88百万円の減となりました。こ

れは、災害復旧事業費の増（＋21億55百万円）があったものの、普通建設事業

費の減(△33億42百万円)や、扶助費の減（△18億35百万円）などの影響によ

り、総額としては減少したものです。

○ 平成30年度の歳入歳出差引額（形式収支）は233億9百万円で、この額から、

翌年度に繰り越すべき財源71億54百万円を控除した実質収支は、161億55百

万円の黒字となっており、全団体が黒字となっています。

１ 平成30年度県内市町の普通会計決算の状況について（速報）

（単位：百万円，％）

区分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 増減率

歳入決算額 767,712 769,101 △ 1,389 △ 0.2

歳出決算額 744,403 746,591 △ 2,188 △ 0.3

形式収支 23,309 22,509 800 3.6

翌年度繰越財源 7,154 5,192 1,962 37.8

実質収支 16,155 17,317 △ 1,162 △ 6.7
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○ 歳入
・ 地方税は、1,598億55百万円で、固定資産税の減などにより、前年度より54百

万円（△0.0％）減少しました。

・ 地方交付税は、1,953億61百万円で、前年度より58億22百万円（△2.9％）減

少し、臨時財政対策債を含む実質的な額も、61 億 11 百万円（△2.8％）減少し

ました。

・ 県支出金は、574億52百万円で、普通建設事業費に係る補助金の減などにより、

前年度から21億50百万円（△3.6%）減少しました。

・ 国庫支出金は、1,339 億 55 百万円で、臨時福祉給付金や社会資本整備総合交付

金の減などにより、前年度より86億22百万円（△6.0％）減少しました。

〔歳入の状況〕

歳　入

767,712
百万円

地方交付税

195,361

25.4%

国県支出金

191,407

24.9%

自主財源

265,569

34.6%

依存財源

502,143

65.4%

地方債

臨財債除く

60,426

7.9%

臨財債

20,564

2.7%

その他

34,385

4.5%
地方税

159,855

20.8%

繰入金

30,259

4.0%

諸収入等

75,455

9.8%

決算額 構成比 決算額 構成比
自主財源 265,569 34.6 260,667 33.9 4,901 1.9
地方税 159,855 20.8 159,909 20.8 △ 54 0.0
繰入金 30,259 4.0 25,839 3.4 4,420 17.1
諸収入等 75,455 9.8 74,920 9.7 535 0.7

依存財源 502,143 65.4 508,433 66.1 △ 6,290 △ 1.2
地方交付税 ※臨財債含まない 195,361 25.4 201,183 26.2 △ 5,822 △ 2.9
国庫支出金 133,955 17.4 142,577 18.5 △ 8,622 △ 6.0
県支出金 57,452 7.5 59,602 7.7 △ 2,150 △ 3.6
地方債 80,990 10.6 71,521 9.3 9,469 13.2
地方債（臨財債除く） 60,426 7.9 50,668 6.6 9,758 19.3
地方債（臨財債） 20,564 2.7 20,853 2.7 △ 290 △ 1.4

その他 34,385 4.5 33,551 4.4 835 2.5
歳入合計 767,712 100.0 769,101 100.0 △ 1,389 △ 0.2
うち一般財源 388,371 50.6 393,394 51.1 △ 5,023 △ 1.3

408,935 53.3 414,247 53.9 △ 5,312 △ 1.3

（単位：百万円，％）

※臨財債を含んだ場合

区分
平成３０年度 平成２９年度

増減額 増減率
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○ 歳出

・ 人件費は、989億39百万円で、前年度より10億95百万円（△1.1％）減少しま
した。

・ 扶助費は、1,895億2百万円で、臨時福祉給付金の減などにより、前年度より18
億35百万円（△1.0％）減少しました。

・ 公債費は、890億53百万円で、前年度より2億45百万円（△0.3％）減少しま
した。

・ 投資的経費は、1,069億71百万円で、前年度より11億88百万円（△1.1％）減
少しました。

〔歳出の状況〕

人件費

98,939

13.3%

扶助費

189,502

25.4%

公債費

89,053

12.0%
普通建設

（補助）

50,738

6.8%

普通建設

（単独）

43,891

5.9%

物件費

82,919

11.1%

補助費等

65,002

8.7%

繰出金

67,343

9.0%

歳　出

744,403
百万円

義務的経費

377,494

50.7%

投資的経費

106,971

14.4%

その他

259,938

34.9%

普通建設

（その他）

6,770

0.9%

その他

44,674

6.1%

災害復旧費

5,572

0.8%

決算額 構成比 決算額 構成比

義務的経費 377,494 50.7 380,669 51.0 △ 3,175 △ 0.8
人件費 98,939 13.3 100,034 13.4 △ 1,095 △ 1.1
扶助費 189,502 25.4 191,337 25.6 △ 1,835 △ 1.0
公債費 89,053 12.0 89,298 12.0 △ 245 △ 0.3

投資的経費 106,971 14.4 108,159 14.5 △ 1,188 △ 1.1
普通建設事業費 101,399 13.6 104,742 14.0 △ 3,342 △ 3.2

50,738 6.8 53,665 7.2 △ 2,927 △ 5.5
43,891 5.9 46,088 6.2 △ 2,196 △ 4.8
6,770 0.9 4,989 0.7 1,781 35.7

災害復旧費等 5,572 0.8 3,417 0.5 2,155 63.1
その他の経費 259,938 34.9 257,763 34.5 2,175 0.8
物件費 82,919 11.1 81,583 10.9 1,336 1.6
補助費等 65,002 8.7 63,716 8.5 1,287 2.0
繰出金 67,343 9.0 67,798 9.1 △ 454 △ 0.7
その他 44,674 6.1 44,666 6.0 7 0.0

歳出合計 744,403 100.0 746,591 100.0 △ 2,188 △ 0.3

その他

（単位：百万円、％）

単独事業費

区分
平成３０年度

増減額 増減率

補助事業費

平成２９年度
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・ 地方公共団体は、法により以下の比率の算定・公表が義務付けられており、監

査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表する必要があります。（法第 3

条、第22条）

「健全化判断比率」

（一般会計等）・・・   ①実質赤字比率   ②連結実質赤字比率

                ③実質公債費比率  ④将来負担比率

「資金不足比率」

   （公営企業会計）・・・  ⑤資金不足比率

・ 一般会計等においては、上記①～④のいずれかの比率が「早期健全化基準」を

超えた場合は「財政健全化計画」を、①～③のいずれかの比率が「財政再生基準」

を超えた場合は「財政再生計画」を策定する必要があります。

・ 公営企業会計においては、⑤の資金不足比率が「経営健全化基準」を超えた場

合は「経営健全化計画」を策定する必要があります。

○ 健全化判断比率

・ 健全化判断比率は、昨年度に引き続き、県内すべての市町で早期健全化基準を

下回りました。

○ 資金不足比率

・ 公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して

指標化し、経営状態の悪化の度合いを示す資金不足比率は、昨年度に引き続き、

県内すべての市町で経営健全化基準を下回りました。

２ 平成30年度決算に基づく県内市町等の「地方公共団体の財政の

健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率等について（速報）

〔 財政健全化法の概要 〕
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（１）経常収支比率

   平成30年度の経常収支比率の平均は92.5％で、前年度の91.3％から1.2ポイ

ント悪化しました。これは臨時財政対策債を含む実質的な地方交付税の減などに

よるものです。
   

〔経常収支比率の段階的分布〕

（２）実質公債費比率

平成30年度の実質公債費比率の平均は5.9％で、既発債の償還終了や繰上償還

の実施により前年度の6.1％から0.2ポイント改善しました。

なお、全ての団体で財政健全化法に基づく健全化判断比率の早期健全化基準（25

％）未満となっており、地方債の発行において、許可団体となる18％以上の団体

もありませんでした。

〔実質公債費比率の段階的分布〕

（３）将来負担比率

平成30年度の将来負担比率の市町平均は4.7％で、前年度の8.4％から3.7ポ

イント改善しました。

〔将来負担比率の段階的分布〕

３ 参考（各種の財政指標等）

70％未満
70％以上
80％未満

80％以上
90％未満

90％以上
100％未満

100％以上

平成３０年度 92.5 0 1 8 12 0

平成２９年度 91.3 0 1 10 10 0

区分
平均(%)
（加重平均）

段　階　別　分　布

10％未満
10％以上
15％未満

15％以上
18％未満

18％以上
25％未満

25％以上

平成３０年度 5.9 18 3 0 0 0

平成２９年度 6.1 17 4 0 0 0

区分
平均(%)
（加重平均）

段　階　別　分　布

比率なし
0％以上
50％未満

50％以上
100％未満

100％以上
150％未満

150％以上
200％未満

平成３０年度 4.7 12 4 5 0 0

平成２９年度 8.4 12 4 5 0 0

区分
平均(%)
（加重平均）

段　階　別　分　布
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（４）地方債現在高

平成30年度末の地方債現在高は7,502億56百万円で、前年度末から29億76

百万円（△0.4％）減少しました。うち、臨時財政対策債の残高は2,534億88百

万円で、前年度末から5億17百万円（△0.2％）減少、臨時財政対策債を除く地方

債現在高は 4,967 億 68 百万円で、前年度より 24 億 58 百万円（△0.5％）減少となりま

した。

  ※臨時財政対策債：

   地方一般財源の不足に対処するために、交付税の振替財源として発行される地

方債（実質的な交付税）であり、償還財源の全額が交付税措置される。

6,549 6,198 5,893 5,660 5,494 5,392 5,236 5,102 4,992 4,968

1,611
1,862

1,998 2,154 2,305 2,434 2,511 2,539 2,540 2,535

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

単位：億円

通常の地方債 臨時財政対策債

7,814
7,503

8,1608,060
7,891 7,7997,8267,7477,6417,532
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（５）積立金現在高

    平成30年度末の積立金現在高は2,599億94百万円で、前年度末（2,641億90百

万円）から41億96百万円（△1.6％）減少しました。

うち、財政調整基金は4億34百万円の減少、減債基金は27億78百万円の減少、

特定目的基金は9億84百万円の減少となりました。

  

〔参考資料〕

    ○ 平成30年度市町普通会計決算（見込み）の概要

    ○ 決算規模の推移（平成26年度～30年度 県内市町計）

   ○ 健全化判断比率の状況

    ○ 資金不足比率の状況

○ 健全化判断比率・資金不足比率の概要

○ 主な財政用語の解説

325 428 457 416 435 468 494 532 512 508

295
368 438 480 517 589 652 668 648 620

959

1,054
1,107 1,188

1,280
1,309

1,418 1,448 1,482 1,472

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

単位：億円

財政調整基金 減債基金 特定目的基金

1,579

1,850
2,0022,084

2,232
2,366

2,564
2,6482,6422,600



平成30年度市町普通会計決算（見込み）の概要

（単位：百万円・％）

伸 率 伸 率 伸 率 対標財 対標財

（ 百 万 円 ） （ ％ ） （ 百 万 円 ） （ ％ ） （ 百万円 ） （ ％ ） （ 百 万 円 ） （ ％ ） （ ％ ） （ ％ ） （ 百 万 円 ） （ ％ ） （ 百 万 円 ） （ ％ ）

長 崎 市 211,045 1.6 207,733 2.0 2,419 △ 23.7 99,392 0.59 97.5 7.6 69.5 250,043 251.6 49,122 49.4

佐 世 保 市 123,390 △ 0.5 118,936 △ 0.8 3,573 △ 0.2 60,045 0.52 92.5 4.6 - 103,602 172.5 22,433 37.4

島 原 市 23,345 7.8 23,039 7.9 270 0.4 11,386 0.44 90.9 4.0 - 21,429 188.2 6,361 55.9

諫 早 市 68,378 △ 6.9 66,970 △ 6.8 792 △ 24.2 34,861 0.54 91.8 7.6 - 55,820 160.1 24,224 69.5

大 村 市 47,667 9.6 46,086 9.9 1,095 △ 9.5 19,477 0.63 97.1 7.4 65.0 40,647 208.7 8,708 44.7

平 戸 市 25,198 △ 7.8 24,516 △ 8.6 282 △ 28.2 13,308 0.24 92.5 5.7 - 26,734 200.9 12,149 91.3

松 浦 市 21,235 △ 0.6 20,248 △ 2.0 576 0.3 9,026 0.42 97.7 12.3 79.4 19,953 221.1 6,492 71.9

対 馬 市 32,497 △ 1.2 31,208 △ 2.5 695 48.1 17,034 0.19 86.8 6.6 17.9 44,196 259.5 15,067 88.5

壱 岐 市 26,797 6.1 25,876 5.8 499 8.4 12,564 0.22 92.3 5.5 13.0 26,357 209.8 9,019 71.8

五 島 市 33,536 5.7 32,014 5.7 623 △ 19.0 16,464 0.23 91.2 5.4 - 35,033 212.8 14,526 88.2

西 海 市 22,769 △ 8.7 21,748 △ 9.4 872 △ 1.2 12,439 0.31 84.8 △ 1.4 - 20,047 161.2 16,072 129.2

雲 仙 市 29,406 △ 3.4 28,379 △ 3.2 790 △ 19.4 16,805 0.27 86.5 2.9 - 20,365 121.2 23,408 139.3

南 島 原 市 32,685 △ 8.6 30,786 △ 9.2 1,633 1.6 17,684 0.25 86.5 0.8 - 19,958 112.9 18,076 102.2

市 計 697,948 △ 0.3 677,538 △ 0.4 14,119 △ 8.4 340,485 0.37 93.0 5.9 8.0 684,185 200.9 225,657 66.3

長 与 町 13,121 △ 2.3 12,151 △ 4.1 766 20.7 7,677 0.67 93.4 7.2 14.7 13,685 178.3 3,657 47.6

時 津 町 12,200 2.8 11,504 4.1 372 △ 11.7 5,913 0.72 93.3 2.9 - 9,679 163.7 5,617 95.0

東 彼 杵 町 4,768 △ 6.5 4,616 △ 7.5 106 22.6 2,916 0.29 84.6 12.9 89.2 4,551 156.1 1,750 60.0

川 棚 町 5,737 △ 3.6 5,605 △ 3.7 107 △ 0.9 3,651 0.38 89.7 9.7 54.1 5,148 141.0 2,001 54.8

波 佐 見 町 7,033 7.1 6,945 7.2 70 △ 10.3 3,597 0.43 86.8 10.5 9.9 5,901 164.0 3,454 96.0

小 値 賀 町 3,407 7.8 3,222 5.9 123 22.6 1,955 0.10 79.3 5.0 - 3,319 169.8 2,761 141.2

佐 々 町 6,439 8.6 6,042 9.4 230 △ 1.8 3,404 0.52 90.7 8.7 - 4,262 125.2 5,226 153.5

新上五島町 17,057 0.2 16,779 0.1 262 6.5 10,187 0.24 81.2 2.7 - 19,526 191.7 9,871 96.9

町 計 69,764 1.1 66,865 0.8 2,036 6.7 39,300 0.42 87.7 6.4 － 66,071 168.1 34,336 87.4

合 計 767,712 △ 0.2 744,403 △ 0.3 16,155 △ 6.7 379,784 0.39 92.5 5.9 4.7 750,256 197.5 259,994 68.5

（合計） （合計） （合計） （合計）
単純
平均

加重
平均

加重
平均

加重
平均

（合計）
加重
平均

（合計）
加重
平均

　　※端数処理の都合上、計欄の数値が合わないことがある。

　　※将来負担比率について、標準財政規模に対する将来負担額が計算上マイナスとなる場合は「－」と表示しています。

地 方 債
現 在 高

将 来
負 担
比 率

積 立 金
現 在 高

実質公
債費比
率

財政力
指 数

経 常
収 支
比 率

実質収支
標準財政
規 模

市 町 村 名 歳 入 歳 出
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歳入の推移

歳出の推移

決算規模の推移（平成26～30年度　県内市町計）

156,420 156,219157,252159,909 159,855

219,160214,843208,527201,183195,361

26,65923,24820,25820,85320,564

58,26248,58750,55450,66860,426

185,340187,882190,798202,179191,407

19,142
15,92318,27425,839

30,259

94,005109,250109,870108,470109,840

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

(758,988) (755,952) (755,533) (769,101) (767,712)

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

その他

繰入金

国県支出金

地方債

(臨財債除く)
地方債

（臨財債）
地方交付税

地方税

（総額）

（単位：百万円）

101,671100,99299,414100,03498,939

173,047181,973190,084191,337189,502

91,77688,06188,79389,29889,053

107,05992,11791,665104,742101,399

78,20981,33982,140
81,58382,919

67,30862,52961,261
63,71665,002

66,67569,50770,147
67,798 67,343

54,03655,22050,047
48,08350,246

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

(739,781) (731,738) (733,551) (746,591) (744,403)

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

その他

繰出金

補助費等

物件費

普通建設事業費

公債費

扶助費

人件費

（総額）

（単位：百万円）
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　（単位：％）

30決算
（速報）

29決算
（確報）

早期健全化
基準

財政再生
基準

30決算
（速報）

29決算
（確報）

早期健全化
基準

財政再生
基準

30決算
（速報）

29決算
（確報）

早期健全化
基準

財政再生
基準

30決算
（速報）

29決算
（確報）

早期健全化
基準

長 崎 市 － － 11.25 － － 16.25 7.6 7.1 69.5 77.0

佐 世 保 市 － － 11.25 － － 16.25 4.6 5.2 - -

島 原 市 － － 13.13 － － 18.13 4.0 3.9 - -

諫 早 市 － － 11.61 － － 16.61 7.6 7.4 - -

大 村 市 － － 12.52 － － 17.52 7.4 6.8 65.0 59.8

平 戸 市 － － 12.92 － － 17.92 5.7 6.3 - -

松 浦 市 － － 13.51 － － 18.51 12.3 12.2 79.4 79.5

対 馬 市 － － 12.65 － － 17.65 6.6 7.8 17.9 17.6

壱 岐 市 － － 12.99 － － 17.99 5.5 4.6 13.0 6.8

五 島 市 － － 12.68 － － 17.68 5.4 5.8 - -

西 海 市 － － 13.01 － － 18.01 △ 1.4 △ 0.6 - -

雲 仙 市 － － 12.66 － － 17.66 2.9 2.6 - -

南 島 原 市 － － 12.61 － － 17.61 0.8 4.4 - -

長 与 町 － － 13.84 － － 18.84 7.2 6.9 14.7 21.4

時 津 町 － － 14.49 － － 19.49 2.9 1.0 - -

東 彼 杵 町 － － 15.00 － － 20.00 12.9 12.5 89.2 75.7

川 棚 町 － － 15.00 － － 20.00 9.7 11.6 54.1 53.5

波 佐 見 町 － － 15.00 － － 20.00 10.5 11.2 9.9 10.2

小 値 賀 町 － － 15.00 － － 20.00 5.0 5.5 - -

佐 々 町 － － 15.00 － － 20.00 8.7 8.3 - -

新上五島町 － － 13.30 － － 18.30 2.7 3.9 - -

市 平 均 5.9 6.0 8.0 12.1

町 平 均 6.4 6.5 － －

市 町 平 均 5.9 6.1 4.7 8.4

全国市町村
平 均

6.4 33.7

県内市町の健全化判断比率の状況（H30年度決算）

25.0 35.0 350.0

市 町 名

20.0

実質公債費比率 将来負担比率

30.0

実質赤字比率 連結実質赤字比率

※30決算の数値は速報値、29決算の数値は確報値です。
※実質赤字比率と連結実質赤字比率の早期健全化比率等は各団体の標準財政規模に応じた基準となります。
※実質赤字額・連結実質赤字額・将来負担額がない場合は、「－」と記載しています。
※平均値は加重平均値です。
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（単位：％）　　　　　

30決算
（速報）

29決算
（確報）

（会計名）

長 崎 市 － － －

佐 世 保 市 － － －

島 原 市 － － －

諫 早 市 － － －

大 村 市 － － －

平 戸 市 － － －

松 浦 市 － － －

対 馬 市 － － －

壱 岐 市 － － －

五 島 市 － － －

西 海 市 － － －

雲 仙 市 － － －

南 島 原 市 － － －

長 与 町 － － －

時 津 町 － － －

東 彼 杵 町 － － －

川 棚 町 － － －

波 佐 見 町 － － －

小 値 賀 町 － － －

佐 々 町 － － －

新 上 五 島 町 － － －

雲仙・南島原保
健 組 合 － － － 20.0

県内市町等の資金不足比率の状況（H30年度決算）

団体名
資金不足比率

経営健全化
基準

20.0

※資金不足額がない場合は、「－」と記載しています。
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健全化判断比率等の対象について
（旧制度） （地方公共団体財政健全化法）

実
質

実
質

（旧制度） （地方公共団体財政健全化法）

一般会計
等

一般会計

地
方
公

質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤

実
質

質
赤
字
比
率

特別会計

公
共
団
体

赤
字
比
率

質
公
債
費
比
率

将
来
負
担

公営事業
会計うち

公営企業
会計

資
金
不
足
比
率

率
担
比
率不

良
債
務

会計 率

※公営企業会計
ごとに算定

務

※公営企業会計
ごとに算定

一部事務組合・広域連合

地方公社・第三セクター等

－
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健全化判断比率等の概要について

般会計等 実質赤字額一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
実質赤字比率 ＝

・ 一般会計等の実質赤字額 ： 一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額

・ 実質赤字の額 ＝ 繰上充用額 ＋（支払繰延額＋事業繰越額）

連結実質赤字額
連結実質赤字比率 ＝

標準財政規模
連結実質赤字比率 ＝

・ 連結実質赤字額 ： イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額

イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、般 営 業（ 営 業法 用 業 非 用 業） 特別 う 、

実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

ニ 公営企業の特別会計のうち 資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

（地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金） －
（特定財源 ＋ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）実質公債費比率

（３か年平均）
＝

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
（３か年平均）

・ 準元利償還金 ： イからホまでの合計額

イ 満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額

ロ 般会計等から 般会計等以外の特別会計 の繰出金のうち 公営企業債の償還の財源に充てたと認められるものロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

ハ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

ニ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

ホ 一時借入金の利子

－
14－



将来負担額 － （充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額 ＋ 地方債現在高等に係る
基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模 － （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担比率 ＝

標準財政規模 （元利償還金 準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

・ 将来負担額 ： イからチまでの合計額

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費に係るもの）ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費に係るもの）

ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額

ヘ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、

当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

ト 連結実質赤字額

チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

・ 充当可能基金額 ： イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金

資金の不足額

事業の規模
資金不足比率 ＝

・ 資金の不足額 ： 資金の不足額（法適用企業）＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の
現在高 －流動資産） － 解消可能資金不足額

資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に

充てるために起こした地方債現在高） 解消可能資金不足額充てるために起こした地方債現在高）－ 解消可能資金不足額

※ 解消可能資金不足額 ： 事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から

控除する一定の額。

※ 宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例がある。

事業の規模 事業の規模（法適用企業） 営業収益の額 受託工事収益の額・ 事業の規模 ： 事業の規模（法適用企業）＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額

事業の規模（法非適用企業）＝ 営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額

※ 指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については、営業収益の額に関する特例がある。

※ 宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、「事業経営のための財源規模」（調達した資金規模）を示す資本及び負債の合計額とする。

－
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（指標の公表は平成１９年度決算から、財政健全化計画の策定の義務付け等は平成２０年度決算から適用）

地方公共団体の財政の健全化に関する法律について

財政の再生健全段階 財政の早期健全化

（指標の公表は平成１９年度決算から、財政健全化計画の策定の義務付け等は平成２０年度決算から適用）

○自主的な改善努力による
財政健全化

・財政健全化計画の策定（議会の議決）、
外部監査の要求の義務付け

○国等の関与による確実な再生
・財政再生計画の策定（議会の議決）、
外部監査の要求の義務付け

・財政再生計画は、総務大臣に協議し、
同意を求めることができる

現
行
制

○指標の整備と情報開示の
徹底

・フロー指標：実質赤字比率、連結実質
赤字比率、実質公債費比率 外部監査 要求 義務付け

・実施状況を毎年度議会に報告し公表

・早期健全化が著しく困難と認められると
きは、総務大臣又は知事が必要な勧告

同意を求めることができる
【同意無】
・災害復旧事業等を除き、地方債の起債を制限

【同意有】
・収支不足額を振り替えるため、償還年限が計画期
間内である地方債（再生振替特例債）の起債可

制
度

赤字比率、実質公債費比率

・ストック指標：将来負担比率＝公社・
三セク等を含めた実質的負債による
指標

→監査委員の審査に付し議会に報告し公表

公営企業の経営の健全化
・財政運営が計画に適合しないと認められる
場合等においては、予算の変更等を勧告（

健
全
財

（
財
政
悪

○赤字団体が申出により、財
政再建計画を策定（総務大

地方財政再建促進特別措置法

財
政
）

悪
化
）＜旧制度の課題＞

・分かりやすい財政情報の開示等が不十分
政再建計画を策定（総務大
臣の同意が必要）旧

制
度

・再建団体の基準しかなく、早期是正機能がない

・普通会計を中心にした収支の指標のみで、ストック（負
債等）の財政状況に課題があっても対象とならない

※赤字比率が５％以上の都道府県、２０％以上
の市町村は、法に基づく財政再建を行わなけれ

・公営企業にも早期是正機能がない等の課題
○公営企業もこれに準じた再建制度
（地方公営企業法)

市町村 、法 基 く財政再建を行わなけれ
ば建設地方債を発行できない

－
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※旧再建制度においては、再建団体は、実質収支が均衡することが求められる 

②～④ 

財政の早期健全化・財政の再生・公営企業の経営健全化のイメージ 
財
政
悪
化 早期健全化段階 

①実質赤字比率 
 
②連結実質赤字比率 
 
③実質公債費比率 
 
④将来負担比率 

再生段階 
早期健全化基準 財政再生基準 

（参考）旧再建制度 

① 
財政健全化団体の計画目標 
 ・①は均衡する（０％）こと 
 ・②～④は早期健全化基準

を下回ること 

財政再生団体の計画目標 
 ・①は均衡する（０％）こと 
 ・②～④は早期健全化基準

を下回ること 

① 

②～④ 

０％ 

財政再生団体 

実質赤字比率 
０％ 

経営健全化基準 

準用再建団体 

公営企業
会計 

財政健全化団体 

（財政の早期健全化・再生） 

（公営企業の経営健全化） 

⑤資金不足比率 

経営健全化団体 
⑤ 計画目標 

 ・⑤は経営健全化基準を下回ること 

20% (5%) 

30% (15%) 

35%  (35%) 

16.25～20% (8.75%) 

350% (400%) 

25%  (25%) 

11.25～15% (3.75%) 

20% 

※連結実質赤字比率の財政再生基準については、H21：40(25)%、
H22：40(25)%、H23：35(20)% の経過的な基準を設定。東京都の
基準についても、経過措置が設けられている。 

※（ ）外は市町村、（ ）内は道府県の基準である。 
  実質赤字比率、連結実質赤字比率については、東京都の  
  基準は、別途設定されている。 

6
－
17－
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地方財政に係る主な用語の解説

用  語 内         容

普通会計

普通会計とは、統計上の概念で、個々の地方公共団体の会計には一般会計のほかに多くの特

別会計があり、これらの会計は同一基準で区分されていないため、全国の地方公共団体の財

政状況を統一的な基準で把握するために用いられる統計上の区分である。通常、一般会計と

すべての特別会計（公営事業会計以外の会計）を総合して一つの会計としてまとめたものと

されている。

一般財源
地方税、地方譲与税、地方交付税など、使途が特定されずどのような経費にも充当できる財

源。

特定財源 国庫（県）支出金、地方債など、使途が最初から決まっていて自由に充当できない財源。

自主財源
地方税、分担金・負担金、使用料、手数料、財産収入、寄付金、繰入金、繰越金、諸収入で、

地方公共団体が自主的に収入しうる財源。

依存財源
国庫（県）支出金、地方債など、国（県）等の決定などにより交付されたり、借入れたりす

る財源。

義務的経費
歳出のうち、支出することが義務づけられていて任意に削減することが困難な経費。人件費、

扶助費、公債費の総計をいう。

投資的経費
歳出のうち、その支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとして将来に残るも

のに支出される経費。普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費の総計をいう。

人件費
職員に支給される給与、退職手当、共済組合事業主負担金等のほか、首長や議会議員などの

特別職に支給される給与などの総額。

扶助費
生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法などの法令に基づいて支出される

経費。法令に基づくもののほか、地方公共団体独自の当該支出も含まれる。

物件費
人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外に地方公共団体が支出する消費的経費。旅費、

備品購入費、使用料及び賃借料などが含まれる。

公債費 地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金や一時借入金利子の支払いに要した経費。

普通建設事

業費
道路、橋梁、学校、公民館など公共用又は公用施設の新増設等の建設事業に要する経費。

臨時財政対

策債

地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政法５条

の特例として発行される地方債で、各地方公共団体の基準財政需要額を基本に発行可能額が

算定される。

臨時財政対策債については、実際の借入れの有無にかかわらず、その元利償還金相当額を基

準財政需要額にすることとされている。

合併特例債

合併後の市町村が市町村建設計画に基づいて行う一定の事業に要する経費又は合併後の市町

村が行う一定の基金の積立てに要する経費について、財源とすることができる地方債。元利

償還金の70％について後年度において普通交付税の基準財政需要額に算入される。

地方債現在

高
当該地方公共団体が発行した地方債の年度末残高。

積立金現在

高
当該地方公共団体が積み立てた基金の年度末残高。

基金
地方公共団体が、条例の定めるところにより、特定の目的のために財産を維持し、資金を積

み立て、又は定額の資金を運用するために設けられた資金または財産。

財政調整基

金
地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するために設けられた基金。

減債基金
地方債の償還及びその信用の保持のために設けられる基金で、後年度の地方債元利償還金に

充当するために積み立てられる。

その他特定

目的基金
財政調整基金、減債基金以外の基金。
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用  語 解  説  と  見  方 算  式  等

形式収支 歳入総額から歳出総額を差し引いた額で、形式的な収支。 歳入総額－歳出総額

翌年度繰り

越し財源

翌年度に繰り越した事業等の財源として、歳出予算から

繰り越した金額。
繰越額合計－未収入特定財源額

実質収支
歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度繰り越し財源を

差し引いた額で、実質的な収支。

形式収支（歳入総額－歳出総額）

－翌年度繰越財源

単年度収支

当該年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引

いた額で、黒字であれば剰余が生じているか、前年度ま

での赤字が解消していることになる。

当該年度実質収支額－前年度実質

収支額

実質単年度

収支

単年度収支に実質的な黒字要素である積立金及び繰上償

還金を加え、実質的な赤字要素である基金取り崩し額を

差し引いた額。

単年度収支＋積立金＋繰上償還金

－基金取崩額

標準財政規

模

当該地方公共団体の標準的な状態での一般財源の規模を

表すもので、地方税、普通交付税などの計。

｛（基準財政収入額－税源移譲相

当額（個人住民税）の25％－各種

譲与税－交通安全対策特別交付

金）×100/75＋各種譲与税＋交通

安全対策特別交付金｝＋普通交付

税（臨時財政対策債含む）

財政力指数

当該地方公共団体の財政基盤の強さを表す指数で、この

指数が高いほど自主財源の割合が高く、財政力が強いこ

とになる。

基準財政収入額÷基準財政需要額

（過去３カ年の平均数値）

経常収支比

率

財政構造の弾力性を表す指標で、人件費、扶助費、公債

費などのように毎年経常的に支出される経費に、地方税、

普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源

がどの程度使われているかを示したもの。

この比率が低いほど普通建設事業等の臨時的経費に充当

できる一般財源に余裕があることとなり、逆に高いほど

財政構造の硬直性が進んでいることとなる。

｛経常経費充当一般財源の額÷

（経常一般財源の総額＋減収補て

ん債特例分＋臨時財政対策債）｝

×100（％）

財政健全化

法

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成19

年６月公布）平成20年４月より施行。（平成20年度は

平成19年度決算に基づく比率を公表するのみ。）

平成21年４月から本格施行され、各財政指標が一定の基

準を超えると財政健全化計画の策定等が義務付けられ、

財政の健全化へ向けた取組を行わなければならない。

健全化判断比率として、一般会計等で①実質赤字比率②

連結実質赤字比率③実質公債費比率④将来負担比率の４

指標が、公営企業会計で公営企業毎の資金不足比率があ

る。

財政悪化の度合いを図る基準として、早期健全化基準（公

営企業においては、経営健全化基準）と財政再生基準が

ある。

実質赤字比

率

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対す

る比率。

市町村においては、財政規模に応じて11.25～15％以上で

財政健全化法に基づく「財政健全化団体」に、20％以上

で「財政再生団体」になる。

一般会計等の実質赤字額÷標準財

政規模

・一般会計等

一般会計及び特別会計のうち普通

会計に相当するもの

・実質赤字額

繰上充用額＋支払繰延額＋事業繰

越額
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用  語 解  説  と 見  方 算  式  等

連結実質赤

字比率

全会計を対象とした実質赤字(又は資金の不足額）の標準

財政規模に対する比率。

市町村においては、財政規模に応じて16.25％～20％以上

で財政健全化法に基づく「財政健全化団体」に、30％以

上で「財政再生団体」になる。

連結実質赤字額÷標準財政規模

・連結実質赤字額

一般会計及び特別会計の実質赤字

額及び公営企業の特別会計におけ

る資金不足額の合計（実質赤字額

及び資金不足額は、実質黒字額及

び資金剰余額を差し引いた実質

額）

実質公債費

比率

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標

準財政規模に対する比率を表すもので、公債費の水準を

測る指標。（起債制限比率に公営企業会計や一部事務組

合への公債費負担等が加味されたもの）

地方債の許可団体移行基準として、平成17年度決算から

導入された指標であるとともに、平成19年度決算より財

政健全化法に基づく健全化判断比率の一つとなってい

る。

この指標が18％以上の団体にあっては、地方債の発行に

あたり公債費負担適正化計画の策定が求められるととも

に、国または県の許可が必要となる。

また、25％以上で財政健全化法に基づく「財政健全化団

体」に、35％以上で「財政再生団体」となり、財政健全

化計画、財政再生計画の策定が求められるとともに、地

方債の発行はそれぞれの計画を勘案して許可される。

｛A＋B－C－D)｝÷（E－D）｝×100

（％）

A：地方債元利償還金（繰上償還金、

都市計画税充当額等を除く）

B：準元利償還金（地方債の元利償

還金に準じるもの）

C：元利償還金又は準元利償還金に

充てられる特定財源

D：普通交付税の額の算定に用いる

基準財政需要額に算入された地方

債に係る元利償還に係る経費（算

入公債費の額）及び準元利償還金

に要する経費（算入準公債費）

E：標準財政規模

（過去３カ年の平均数値）

将来負担比

率

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規

模（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算

入額を除く）に対する比率。

市町村においては、350％以上で財政健全化法に基づく

「財政健全化団体」になる。

｛将来負担額－（充当可能基金額

＋特定財源見込額＋地方債現在高

等に係る基準財政需要額算入見込

額）｝÷｛標準財政規模－元利償

還金・準元利償還金に係る基準財

政需要額算入額｝

・将来負担額

地方債現在高、退職手当支給予定

額のうち一般会計等負担見込額、

一部事務組合等の連結実質赤字額

相当額のうち一般会計等負担見込

額等の計

資金不足比

率

公営企業会計の資金不足額の事業規模に対する比率。

比率は各公営企業会計毎に算定し、20％以上（公営競技

を行う法適用企業にあっては0％以上）で、財政健全化法

に基づき当該公営企業の経営健全化計画を定めることに

なる。

資金不足額÷事業の規模

・資金不足額

法適用企業＝（流動負債＋建設改

良以外目的の地方債現在高－流動

資産）－解消可能資金不足額

法非適用企業＝（繰上充用額＋支

払繰延額・事業繰越額＋建設改良

目的以外の地方債現在高）－解消

可能資金不足額

・事業の規模

法適用企業＝営業収益の額－受託

工事収益の額

法非適用企業＝営業収益に相当す

る収入の額－受託工事収益に相当

する収入の額
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用  語 解  説  と  見  方 算  式  等

地方交付税

地方公共団体間の財源の不均衡を是正し、すべての住民

に一定の行政サービスを提供できるよう財源を保証する

ためのもので、その使途が制限されない一般財源である。

国税として国が代わって徴収し、一定の合理的な基準に

よって再配分される。

地方交付税には普通交付税と特別交付税があり、普通交

付税は基準財政需要額から基準財政収入額を差し引いた

額を交付基準額として算定される。特別交付税は災害な

ど基準財政需要額に捕捉されなかった特別の財政需要に

対して交付される。

基準財政需要額－基準財政収入額

＝財源不足額（交付基準額）

基準財政需

要額

普通交付税の算定において、地方公共団体が行う一定水

準の行政サービスのために必要な財政需要を、一定の算

式により算定した額である。

算式の単位費用とは測定単位一単位当りの費用、測定単

位は人口、面積等の数値、補正係数は自然条件や社会条

件などを反映させるものである。

単位費用×測定単位×補正係数

基準財政収

入額

地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準

的な税収入の一定割合により算定された額。

標準的な地方税収入×75％＋地方

譲与税等

合併算定替

市町村合併後の普通交付税算定において、本来は合併後

一つの団体として交付税算定（一本算定）を行うが、合

併後、一定の期間については合併前の旧団体があったも

のとして算定した結果と一本算定とを比較して、大きい

方の額を適用する特例的な算定方法。
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